


























沈　  金虎 　 　
　Jinhu SHEN: Could Increase of Food Industry FDI Lead to Expansion of 
Japanese Agricultural Product Exports? : Suggestions from Survey of Overseas 
Japanese Companies
　Since the turn of the new century, some significant structural changes have 
occurred in Japanese food industry FDI (foreign direct investment). The most 
important one may be the objective shift of the FDI from buying or producing 
agricultural and other foods overseas and then export to Japan, to mainly targeting 
at the foreign local markets.
　During the period of Japanese food industry FDI mainly aimed at buying or 
producing agricultural and other foods overseas and then export them to Japan, the 
FDI has essentially promoted the agricultural product imports and contributed to the 
decline of Japanese food self-sufficiency. However, when more and more Japanese 
food companies shifted their FDI focus to targeting at foreign local markets, could 
this new type FDI stimulate Japanese agricultural product exports?
　We conducted a questionnaire survey that was administered to overseas Japanese 
food companies to investigate outcome of the FDI shift. In this paper, we first report 
the survey results, and based on the survey results, we finally do some discussion 
about the question mentioned above. 
　The study concludes that increase of the FDI aimed at foreign local markets 
would provide some opportunities for Japan to export agricultural products and 
other foods. But, could the opportunities be realized or not is fully dependent on 
the cost competitiveness. The high cost problem is usually a persistent obstacle for 
Japan to export their agricultural products and other foods in the past and today. 
How reduce the cost is the key point and a big challenge to Japan. 















































　具体的な調査は、株式会社 日経リサーチの協力を得て、2010 年 12 月から 2011 年 2 月
にかけて行われた。海外の日系食品関連企業現地法人 1485 社にアンケート調査票を郵送し、








項目 農林水産業 食品素材メーカー 食品メーカー 食品卸売業 食品小売業 飲　食　業 そ　の　他
回答者数 11 9 40 29 3 4 3
2. 会社機能別分布
項目 地域統括会社 一般会社 駐在員事務所
回答者数 8 89 2
3. 所在地の地域別分布
項目 中　国 ASEAN4 NIES3 他のアジア 北　米 中南米 欧 州 その他
回答者数 22 25 20 10 6 0 2 14
4. 資本金規模別の分布
項目 100万～1億円 1 ～ 3 億円 3 ～ 5 億円 5 ～ 10 億円 10 億円以上 無回答
回答者数 18 27 13 21 15 5
5. 雇用労働者数の分布
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項目 1 ～ 10 人 11 ～ 50 人 51 ～ 100 人 101 ～ 500 人 500 人以上 無回答 平均人数（人）
回答者数 24 21 13 27 11 3 259.3
6. 日本側出資率の分布
項目 ～ 19％ 20 ～ 39％ 40 ～ 59％ 60 ～ 79％ 80 ～ 99％ 100％ 無回答 平均（％）





カー 9 社、食品メーカー 40 社、食品卸売業 29 社、食品小売業 3 社、外食業 4 社、その他
3 社である。
　また会社機能として、「一般会社」が 89 社と圧倒的に多く、「地域統括会社」と「駐在員
事務所」は、それぞれ 8 社と 2 社である。
　次に所在地の分布状況をみると、アジアが圧倒的な多数を占めている。具体的な数値でい
うと、中国は 22 社、ASEAN4 は 25 社、NIES3 は 20 社 2）、その他アジアが 10 社で、アジ
アの合計は 77 社（総回答者数の 77.8％）に達した。一方、アジア以外は北米 6 社、欧州 2 社、
その他地域 14 社で、合わせて総回答者数の 22.2％に留まった。
　そして、会社規模を示す資本金と雇用労働者数の規模をみると、各階層に比較的に均等配
分している。資本金規模に関して、最少の 1 億円未満層は 18 社、最大の 10 億円以上層は
15 社と、各々の規模層に 13 社、ないし 27 社が分布している。また雇用労働者数に関して
は平均１社当たり 260 人弱で、雇用規模としては小さくない。ただ、階層間の差は大きく、
10 人以下は 24 社ある一方、500 人超も 11 社あった。
　一方、日本側の出資率についてみると、日本側の独資、つまり出資率が 100% の回答が
最も多く、回答のあった 97 社のうち、7 割弱に当たる 67 社にのぼった。また出資率が 80





































農林水産業 11 0 1 1 0 0 3 6 0
食品素材メーカー 9 7 0 1 0 0 0 1 0
食品メーカー 40 34 2 1 0 2 0 1 0
食品卸売業 29 5 18 1 0 0 0 5 0
食品小売業 3 0 0 0 2 0 0 1 0
飲　食　業 4 1 0 0 0 2 0 1 0
そ　の　他 3 1 1 0 0 0 0 1 0
【地　域　別】
アジア計 77 39 16 4 2 3 1 12 0
　　中　国 22 11 4 0 0 1 0 6 0
　　ASEAN4 25 13 7 3 1 0 0 1 0
　　NIES3 20 11 3 0 1 2 1 2 0
　　その他 10 4 2 1 0 0 0 3 0
北　米 6 4 0 0 0 0 1 1 0
欧   州 2 2 0 0 0 0 0 0 0
その他 14 3 6 0 0 1 1 3 0
全　　体 99 48 22 4 2 4 3 16 0
　注：表中の数値は、回答者数を表している。
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　まず会社の設立時期、つまり、海外進出時期について、全体的に 1979 年以前は 19 社、












　それによると、全体としての平均資本金規模は、今現在を 100 とすると、10 年前は
79.8、そして 5 年前は 89.6、という具合で拡大してきた。同様に売り上げ規模も 10 年前、
5 年前、そして今現在の 3 時点の指数は 74.2 → 78.4 → 100、また従業員規模も同 100.9 → 



















農林水産業 8 1 4 2 4 1 2 0
食品素材メーカー 3 1 1 0 2 3 0 1
食品メーカー 24 2 5 2 12 7 3 4
食品卸売業 16 5 6 1 8 4 2 2
食品小売業 3 0 0 0 1 0 2 0
飲　食　業 3 1 0 0 1 0 0 1
全　　体 57 10 16 5 28 15 9 8
　注：表中の数値は、回答者数を表している。この調査項目に関する回答は複数回答可なので、横方向の
　　　合計は回答者数と必ず一致するとは限らない。




回答者数 1979 年以前 1980 ～ 1989 年 1990 ～ 1999 年 2000 ～ 2010 年
【業　種　別】
農林水産業 10 3 1 4 2 
食品素材メーカー 9 1 2 3 3 
食品メーカー 40 4 7 17 12 
食品卸売業 27 9 4 6 8 
食品小売業 3 0 1 1 1 
外　食　業 4 0 0 2 2 
そ　の　他 3 2 0 0 1 
【地　域　別】
アジア全体 74 10 13 24 27 
中　国 21 1 3 5 12 
ASEAN4 24 3 6 12 3 
NIES3 19 5 3 4 7 
その他アジア 10 1 1 3 5 
北　　米 6 1 2 2 1 
欧    州 2 0 0 1 1 
その他地域 14 8 0 6 0 
全　　体 96 19 15 33 29 
　注：表中の数値は、回答者数を表している。
表５　直近 10 年間の海外現地法人１社当たり平均経営規模の指数変化
時　期 アジア計 中　国 ASEAN4 NIES3 その他
アジア




10 年前 79.1 71.4 75.1 87.4 86.4 63.6 － 87.2 79.8
5 年前 89.2 86.3 90.4 93.4 81.4 73.8 100 96.4 89.6
いま現在 100 100 100 100 100 100 100 100 100
【売上規模】
10 年前 67.5 50.4 73.0 76.6 56.0 121.2 － 88.0 74.2
5 年前 74.6 57.8 89.1 79.6 57.1 64.4 67.5 103.6 78.4
いま現在 100 100 100 100 100 100 100 100 100
【従業員規模】
10 年前 100.6 81.0 106.7 102.1 119.0 137.5 － 106.7 100.9
5 年前 101.4 99.1 109.4 97.6 89.0 92.8 102.5 92.2 99.3
いま現在 100 100 100 100 100 100 100 100 100
　注：表中の数値は今現在を 100 とした場合の指数で、その平均値は単純平均で計算された。










結果は、表 6 と表 7 に示した。
　まず表 6 をみると、現地法人の経営方針、事業規模など、企業経営の最重要事項の決定
を左右する要素として、多くの企業が選んだのは、現地の「原材料供給」（66 社）、「為替レー









































農林水産業 11 8 8 11 2 3 4 5 4 3 3 2 3 0 
食品素材メーカー 9 3 5 9 1 1 6 6 2 2 1 0 0 0 
食品メーカー 39 20 14 28 2 11 17 21 15 11 14 5 8 2 
食品卸売業 28 21 13 16 3 7 18 10 0 6 6 3 8 7 
食品小売業 3 1 0 0 0 1 2 1 1 0 1 0 2 1 
飲　食　業 4 0 1 1 1 1 2 4 1 0 2 0 1 0 
そ　の　他 3 1 1 1 0 0 1 1 0 1 1 1 0 0 
【地　域　別】
アジア計 76 42 27 48 8 21 39 38 10 21 26 10 14 10 
　中　国 21 12 7 11 3 8 11 14 4 6 7 4 3 5 
　ASEAN4 25 15 13 17 3 4 12 10 2 4 7 3 6 1 
　NIES3 20 11 4 13 2 5 12 9 2 6 8 1 3 3 
　その他 10 4 3 7 0 4 4 5 2 5 4 2 2 1 
北　　米 5 3 2 4 0 1 1 4 1 1 0 0 2 0 
欧    州 2 0 0 2 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 
そ の 他 14 9 13 12 1 2 8 4 3 1 2 1 6 0 
全　　体 97 54 42 66 9 24 50 48 14 23 28 11 22 10 
　　注：表中の数値は、回答者数を表している。



























日本本社 海外現地法人 地元出資者 その他
投資規模、経営方針の提案 99 49.2 48.8 1.4 0.5
投資規模、経営方針の決定 99 76.2 18.2 3.7 1.2
役員人事の提案 99 73.9 21.8 3.0 1.3
役員人事の決定 99 88.0 6.8 3.7 1.6
賃金水準の提案 99 21.5 76.3 0.0 2.2
賃金水準の決定 99 36.4 60.7 0.7 2.2
仕入先の開拓、営業 99 27.4 70.8 0.2 1.6
販売先の開拓、営業 99 36.4 62.4 0.2 1.1
　注 : 表中の配分比率は単純平均である。



















多数の 58 社は「影響無し」と答えた。「少し減少」を選んだのは 9 社、「大幅減少」を選ん

























その他 北米 欧州 その他
為替レートの変化 56 9 3 22 19 1 1 1 45 15 13 13 4 2 0 64 
関税と他の貿易制限 18 0 1 9 5 1 2 0 17 8 1 6 2 0 0 1 
原料供給と価格動向 66 9 8 33 11 0 3 2 52 15 18 14 5 5 2 7 
日本の商品需要動向 34 8 3 11 10 0 0 2 20 8 7 3 2 3 0 11 
現地の政局不安 3 0 0 0 1 0 1 0 3 1 1 1 0 0 0 0
現地法制度の不完備 10 1 0 7 1 0 0 0 10 4 2 0 4 0 0 0
現地物流等のｲﾝﾌﾗ整備 12 4 1 5 1 0 0 0 9 2 4 0 3 1 1 1 
現地商品需要の動向 41 3 4 17 14 2 1 0 34 13 6 10 5 2 1 4 
現地インフレと賃金上昇 46 7 5 17 13 2 1 1 39 16 12 5 6 2 0 5 
労務争議や労働者確保 28 1 5 15 3 1 1 0 26 9 12 2 3 0 0 2 
税と雇用制度の変化 22 4 1 10 3 1 0 0 17 9 2 3 3 1 0 4 
現地市場競争の激化 36 1 1 14 17 2 1 0 32 9 8 12 3 1 0 3 
販売ルート開拓の難しさ 35 3 4 15 11 1 1 0 26 8 6 9 3 4 1 4 
現地パートナーとの協調 13 3 0 6 0 2 2 0 9 2 3 3 1 2 0 2 
食品安全
基準の変化
日本 11 3 2 4 1 0 0 0 9 2 7 0 0 1 0 1
現地 22 2 2 7 1 1 1 0 18 9 5 4 0 2 2 0
現地模倣品の氾濫 6 0 1 3 1 0 0 0 6 5 0 0 1 0 0 0
回答者数 95 11 9 39 28 3 3 3 74 22 23 19 10 5 2 14
　　注：表中の数値は、回答者数を表している。
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　また日本向け輸出コストに関しては、回答のあった 70 社のうち、「影響無し」は 48 社あっ





















農林水産業 8 0 1 2 5
食品素材メーカー 9 0 5 0 4
食品メーカー 33 0 13 4 16
食品卸売業 21 0 8 2 11
その他 8 0 1 0 7




回答者数 大幅増加 少し増加 影響無し 少し減少 大幅減少
農林水産業 7 0 0 6 0 1
食品素材メーカー 9 0 0 9 0 0
食品メーカー 28 1 1 19 7 0
食品卸売業 20 1 0 16 2 1
その他 8 0 0 8 0 0
全　体 72 2 1 58 9 2
2. 日本向け輸出コストへの影響
回答者数 大幅増加 少し増加 影響無し 少し減少 大幅減少
農林水産業 6 1 1 4 0 0
食品素材メーカー 9 1 3 5 0 0
食品メーカー 27 1 9 17 0 0
食品卸売業 20 2 4 14 0 0
その他 8 0 0 8 0 0
全　体 70 5 17 48 0 0
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と答えたのは大半（27 社と 19 社）を占めたが、「悪影響有り、対応に苦労」と答えたのも
22 社に上った。その所在国をみると、ASEAN4 が 11 社、中国が 9 社、NIES3 が 2 社と、
全てがアジア地域に集中している。
表 10　海外の現地政府が食品安全基準を強化した場合の影響





アジア計 66 4 19 8 22 13 
 　中国 20 0 5 4 9 2 
　ASEAN4 24 1 5 1 11 6 
　NIES3 14 2 6 3 2 1 
　その他 8 1 3 0 0 4 
北　米 6 0 3 0 0 2 
欧　州 2 0 1 1 0 0 
その他地域 14 2 4 0 0 4 





回答者数 非常に順調 まあ順調 やや不調 非常に不調 順調計
【業　種　別】
農林水産業 11 2 4 4 1 6 
食品素材メーカー 9 0 5 3 1 5 
食品メーカー 39 2 25 10 2 27 
食品卸売業 27 4 17 4 2 21 
その他 10 1 4 5 0 5 
【地　域　別】
アジア計 75 8 43 20 4 51 
    中国 20 0 15 4 1 15 
　ASEAN4 25 3 12 8 2 15 
　NIES3 20 4 11 5 0 15 
　その他 10 1 5 3 1 6 
北　米 6 0 4 2 0 4 
欧　州 2 0 1 1 0 1 
その他地域 13 1 7 3 2 8 
全　体 96 9 55 26 6 64 
　注：表中の数値は各要素を選択した会社数である。また業種の「その他」には食品小売業、外食業を含む。
　表 11 によると、全体的に「まあ順調」と「非常に順調」の回答が多く、回答があった 96
社のうち、64 社、ちょうど 2/3 である。一方、「やや不調」と「非常に不調」の回答は、そ
れぞれ 26 社、6 社であった。また業種別には、食品卸売業と食品製造業では順調の比率が














　まず、原材料調達先の割合変化であるが、表 12 に示すように、全体的に 10 年前に比べ
て、調達先の割合には大きな変化が見られなかった。「日本からの輸入」の割合はマイナス
4.5 ポイントとやや減少し、「現地自社生産」と「現地調達」及び「第三国からの輸入」の
割合は逆に 1 ないし 2 ポイント上昇した。特に「日本からの輸入」の割合が低下する傾向は、
すべての業種に共通して見られ、注目すべき現象である。
表 12　生産用原材料調達先のおおよその割合の変化











































農林水産業 8 8.3 28.1 60.8 2.9 10 6.3 41.2 50.2 2.3 10 5.7 36.3 55.7 2.3
食品素材メーカー 6 10.8 3.3 65.0 20.8 8 12.5 2.5 61.3 23.8 9 5.1 2.2 72.1 20.6
食品メーカー 24 20.3 13.7 52.7 13.3 33 20.7 16.1 47.0 16.2 39 16.1 16.4 51.5 16.0
食品卸売業 11 29.4 6.4 42.9 21.4 12 27.5 5.8 47.9 18.8 13 24.7 4.6 47.5 23.3
全　　体 52 21.4 12.4 52.8 13.5 66 20.1 15.6 49.5 14.8 76 16.9 14.1 54.1 15.0
　注：1） 表中の数値は割合比率である。また個の割合から集合体の割合への算出は単純平均法を用いた。
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農林水産業 8 74.0 21.8 4.3 10 76.2 13.5 10.3 11 70.9 18.8 10.3
食品素材メーカー 6 90.0 6.2 3.8 8 53.5 35.9 10.6 9 44.8 43.8 11.4
食品メーカー 26 32.5 58.7 8.8 36 32.2 60.8 7.1 40 27.3 63.5 9.2
食品卸売業 12 49.8 32.5 17.7 16 39.7 45.4 14.9 22 38.4 46.5 15.1












農林水産業 10 1.5 2.3 2.4 1.5 2.0
食品素材メーカー 9 2.2 2.5 1.5 1.0 1.3
食品メーカー 36 1.9 2.7 1.6 1.1 1.6
食品卸売業 14 1.7 2.4 1.8 1.5 1.9
食品小売業 1 3.0 0.0 2.0 0.0 1.0
外　食　業 4 1.8 3.0 1.0 1.0 2.0
そ　の　他 1 1.0 3.0 2.0 0.0 0.0
全　体 75 1.9 2.6 1.7 1.4 1.7
　注：表中の数値は、対象企業に重要視する要素を上位 3 位まで選び、1 位は 3 点、2 位は 2 点、3 位は 1 点
　　　としてカウントし、集計した平均得点である。




向け輸出」の割合は 46.0% から 34.4% へと大きく減少し、代わりに「現地販売」の比率は
45.1% から 53.8%、「第三国への輸出」の割合も 8.9% から 11.7% へと拡大した。
　とりわけ、食品素材メーカーでは「日本向け輸出」の割合が 90.0% から 44.8% へと激減し、
反対に「現地販売」の比率は6.2%から43.8%へと急増した。また食品卸売業でも10年前なら、



















農林水産業 10 1 3 2 1 3 
食品素材メーカー 9 2 0 4 3 0 
食品メーカー 37 4 5 10 13 5 
食品卸売業 28 2 6 11 5 4 
食品小売業 2 0 0 1 0 1 
外　食　業 4 1 1 2 0 0 
そ　の　他 3 1 0 0 2 0 
【地　域　別】
アジア計 72 8 14 21 20 9 
    中国 21 2 7 6 2 4 
　ASEAN4 24 2 4 5 11 2 
　NIES3 17 2 2 9 2 2 
　その他アジア 10 2 1 1 5 1 
北　米 6 1 1 4 0 0 
欧　州 2 1 0 1 0 0 
その他地域 13 1 0 4 4 4 
全　　体 93 11 15 30 24 13 
　注：表中の数値は各要素を選択した会社数である。









農林水産業 10 6 0 3 0 1 
食品素材メーカー 9 3 0 6 0 0 
食品メーカー 39 21 5 5 6 2 
食品卸売業 29 15 3 6 3 2 
食品小売業 3 1 0 0 1 0 
外　食　業 4 4 0 0 0 0 
そ　の　他 3 1 0 1 0 1 

















農林水産業 11 4 4 3 7
食品素材メーカー 9 1 5 3 8
食品メーカー 39 4 22 13 35
食品卸売業 28 2 20 6 26
食品小売業 2 0 2 0 2
外　食　業 4 0 1 3 4
そ　の　他 3 2 0 1 1
【地　域　別】
アジア計 75 5 44 26 70
    中国 22 1 8 13 21
　ASEAN4 25 4 18 3 21
　NIES3 18 0 10 8 18
　その他アジア 10 0 8 2 10
北　米 6 1 3 2 5
欧　州 2 0 1 1 2
その他地域 13 7 6 0 6
全　　体 96 13 54 29 83
 注：表中の数値は各要素を選択した会社数である。
























地 元 や 他
国 企 業 と
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農林水産業 10 2 2 2 1 2 1 2 1
食品素材メーカー 9 3 4 3 1 0 1 0 0
食品メーカー 38 11 14 11 4 11 3 1 2
食品卸売業 29 5 16 18 5 10 2 0 2
食品小売業 2 2 0 0 0 2 0 0 0
外　食　業 4 1 1 1 0 1 1 0 0
そ　の　他 2 0 0 1 0 0 1 0 0
【地　域　別】
アジア計 74 19 30 31 10 22 7 1 5
    中国 21 6 11 13 3 7 2 0 0
　ASEAN4 25 5 9 8 2 6 1 1 2
　NIES3 18 4 7 9 1 6 3 0 2
　その他アジア 10 4 3 1 4 3 1 0 1
北　米 5 2 1 2 0 3 0 1 0
欧　州 2 0 2 0 0 0 0 0 0
その他地域 13 3 4 3 1 1 2 1 1
全　　体 94 24 37 36 11 26 9 3 6
　注：表中の数値は各要素を選択した会社数である。おな、この調査項目に関する回答は複数回答可なので、横方向の合計
　　　は回答者数と必ず一致するとは限らない。















ているのか。それらに関する調査結果は表 20、表 21、表 22 にまとめた。
７．１　今後の事業規模について




































農林水産業 10 4 3 0 2 3 0 0 1 4
食品素材メーカー 9 6 8 1 5 1 0 0 0 0
食品メーカー 39 19 30 16 19 16 0 1 2 0
食品卸売業 27 15 16 4 12 10 5 2 2 2
食品小売業 3 1 2 1 0 2 1 0 0 0
外　食　業 4 2 3 1 1 2 0 1 0 0
そ　の　他 3 2 2 1 1 1 0 0 1 1
【地　域　別】
アジア計 75 40 56 20 35 27 5 3 3 3
    中国 20 11 16 5 12 8 0 0 1 0
　ASEAN4 25 11 14 4 7 5 2 2 1 3
　NIES3 20 12 18 9 12 10 2 1 1 0
　その他アジ
ア 10 6 8 2 4 4 1 0 0 0
北　米 6 3 4 2 2 4 0 0 0 1
欧　州 2 1 2 0 0 1 0 0 0 0
その他地域 12 5 2 2 3 3 1 1 2 3
全　　体 95 49 64 24 40 35 6 4 5 7
　注：表 18 と同じ。
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によると、回答のあった 98 社のうち、「拡大する」との回答は最も多く 7 割（69 社）を占め、




結果を表 21 と表 22 に纏めた。
表 20　今後の会社事業規模について
回答者数 拡大する 現状維持 縮小する 撤退する 第三国へ移転
農林水産業 11 3 6 2 0 0 
食品素材メーカー 9 6 3 0 0 0 
食品メーカー 40 32 8 0 0 0 
食品卸売業 28 21 6 0 0 1 
食品小売業 3 2 1 0 0 0 
外　食　業 4 4 0 0 0 0 
そ　の　他 3 1 2 0 0 0 

















農林水産業 11 2 7 1 1 5 1 0 5 4 3 0 4 
食品素材メーカー 9 2 2 2 3 8 1 0 0 6 0 0 3 
食品メーカー 40 5 19 6 10 30 9 1 0 20 12 0 8 
食品卸売業 29 9 12 1 7 19 4 0 6 17 6 0 6 
食品小売業 3 0 1 0 2 1 2 0 0 0 1 0 2 
外　食　業 4 0 3 0 1 2 1 0 1 1 2 0 1 
そ　の　他 3 1 1 0 1 1 1 0 1 2 0 0 1 























農林水産業 11 1 3 0 7 2 2 0 7 1 3 0 7 1 2 0 8
食品素材メーカー 9 2 3 0 4 4 4 0 1 0 4 1 4 3 3 0 3
食品メーカー 40 12 18 2 8 18 17 2 3 4 23 8 5 7 22 4 7
食品卸売業 29 0 8 0 21 10 3 0 16 3 7 2 17 6 7 0 16
食品小売業 3 0 1 0 2 0 2 0 1 0 1 0 2 0 1 0 2
外　食　業 4 2 2 0 0 3 1 0 0 0 3 1 0 0 3 1 0
そ　の　他 3 0 1 0 2 0 2 0 1 0 1 1 1 1 1 0 1
全　　体 99 17 36 2 44 37 31 2 29 8 42 13 36 18 39 5 37
　注：表中の数値は各要素を選択した会社数である。






45%（31 社）あったが、「縮小」の意向は 2 社しかなかった。
　そして、日本からの輸入について、「現状維持」の意向は大半（42 社）を占め、「拡大」
の意向も 8 社あったが、「縮小」の意向も 13 社あった。
　また表 22 をみると、今後の製品販売については、「現地販売」、「第三国への輸出」は、
約 7 割が「拡大」の意向を示した。日本への輸出に関して、「現状維持」の意向は 45 社と





















農林水産業 11 5.3 1.3 4.0 2.7 4.3 3.3
食品素材メーカー 9 5.6 1.7 1.7 4.7 4.3 3.5
食品メーカー 40 5.5 2.5 2.5 3.9 4.5 2.5
食品卸売業 29 6.0 3.6 2.4 3.1 3.0 2.9
食品小売業 3 5.0 1.5 3.0 4.5 4.5 2.5
外　食　業 4 5.5 3.3 1.3 3.8 5.0 2.7
そ　の　他 3 5.5 6.0 3.0 4.0 1.0 2.0
全　　体 99 5.6 2.7 2.4 3.8 4.2 2.7
　注：平均得点の計算方法は次の通りである。まず重要性に応じて要因ごとの順位を付けてもらう。 次に




害要因を列挙したうえ、その重要性に応じて、回答者に 1 位から 6 位までの順位を付けて
もらい、その結果を計算した得点を示している。最高得点は 6 点までで、また得点が高いほど、
阻害要因としての重要性が高いことを意味する。



























農林水産業 8 5 5 4 1 4 
食品素材メーカー 9 8 3 5 1 3 
食品メーカー 39 29 27 24 9 16 
食品卸売業 19 11 6 15 5 8 
食品小売業 3 1 2 1 1 1 
外　食　業 4 3 2 2 1 2 
そ　の　他 2 1 2 1 1 0 









































































































本からのコメ輸入は 2005 年の 144 トンから、2010 年に 672 トンへと増加傾向にあるが、
依然千トンに達していない。それに比べて米国産米の輸入量は同じ時期に 7,046 トンから
156,843 トンへと大きく伸ばした。原因は、米国産米の kg 当たり輸入単価が 164 円に対して、
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6）JETRO 香港センター「平成 22 年度　香港におけるコメ市場調査」による。
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